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１Ｈ０２ 

環境規制とイノベーションに関する一考察 

‐ステークホルダー参加型環境規制のケース‐ 

 

 
○永里賢治（一橋大学 イノベーションマネジメント・政策プログラム） 

 

 

 
１ はじめに 

 

環境規制とイノベーションの関係は、Porter(1991)によって提唱された「適切に設計された環境規制

は企業のイノベーションを誘発し、競争力の向上と利益の上昇をもたらす」というポーター仮説[1]が

知られており、これまで様々な研究が行われてきた。本研究では「どの様な環境規制が、イノベーショ

ンを誘発するのか？」という問題意識に基づき、ステークホルダーが政策決定に影響を及ぼす環境規制

のケースの例（REACH 規則）を取り上げ、企業におけるイノベーションとの関係について考えてみたい。 

 

２ 先行研究 

 

 ポーター仮説に関しては、その賛否を問うものや仮説の成立条件に関して、これまで数多くの実証研

究が行われてきた。例えば環境規制により特許取得件数が上昇し[2][3]、研究開発活動に正の影響を与

えた[3][4][5]という研究や環境保全と生産工程の効率化[6]によって、プロセスイノベーションに寄与

することが可能となる[7]といった研究が、ポーター仮説を支持するものとして知られている。しかし

ポーター仮説は企業と環境規制当局との間の戦略的な相互依存関係を考慮していない[8]といった主張

や環境規制がイノベーションを促進するというのはディマンド・プルの一面的な考えに過ぎない[9]と

いった主張に加え、「環境規制が実施されなくても、企業は対応を行うのではないか？」といった反論

もなされている。またポーター仮説に関するレビュー[10][11]も行われている。 

 

 欧州の化学物質管理規制である REACH 規則に関しては、規制と企業行動のダイナミクスに関する研究

[12]やイノベーションとの関係について予備的な考察を行った研究[13][14]がある。REACH 規則は 2008

年に施行されたが、化学物質の規制化プロセスに長い年月を要するために、最終的に規制化が決定され

た物質が非常に数少ないこともあり、実証的な研究についてはあまり行われていないのが現状である。 

 

近年、欧州では REACH 規則に見られるように、ステークホルダー参加型の政策が打ち出されている。

広義に考えれば、これまでの政策もステークホルダーが関与していたと考えられるが、近年は政策プロ

セスにステークホルダーの意見や提案が反映されたものとなっている。自動車関連の環境規制に関する

政策形成・実施過程に関する研究[15]やイノベーション創出の為には関連するアクターの有機的な連携

が重要であるといった主張[16]に加え、多様なステークホルダーが参加した対話と合意形成の枠組みが

重要であるといった研究[17][18][19]や他の地域への政策移転に関する研究[20]も行われている。また

化学物質に関する環境規制に関してはサプライチェーンが重要な役割を果たすという研究[21]もある。 

 

 さてポーター仮説で前提条件とされている「適切な環境規制」とは何であろうか？ ポーター仮説で

は「厳しい環境規制の方がイノベーションを誘発する」と主張しているが、それを支持する主張[11][22]

に加えて、政府の規制水準決定が重要[23]という主張や適切な環境規制の例（トップランナー方式やド

イツの再生エネルギー法）と不適切な環境規制の例（補助金の活用、新エネルギー利用特別処置法）に

関する研究[24]もある。近年、欧州ではステークホルダーの意見が政策プロセス反映された環境規制

（REACH 規則）が打ち出されているが、その様な規制に関する実証的な研究はあまり行われていない。 
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３ ステークホルダー参加型の環境規制（REACH 規則） 

 

３－１ REACH 規則の概要 

 

REACH（Registration, Evaluation, Authorisation and Restriction of Chemicals）規則とは欧州

における化学物質の総合的な登録・評価・認可・制限の制度である[25][26] 以下に目的と特徴を記す。 

 

【目的】 人の健康と環境の保護、欧州化学産業の競争力維持向上 

【特徴】 化学物質の安全性（リスク）評価は、政府ではなく事業者（メーカー）が実施 

     欧州域内で化学物質の製造・販売を行うには、登録が必要（No Data no market） 

          サプライチェーン間で化学物質に関する情報伝達の義務（欧州域外も対象） 

     規制対象物質は欧州加盟国（または欧州化学品庁）が提案する 

     科学的不確実性については、「予防原則」を援用する 

 

約 3 万種を対象に安全性評価や登録を義務付ける規則で、化学物質だけでなく化学物質を含有する最

終製品も規制対象となっている。例えば年間 1ｔ以上の化学物質を EU に輸出する場合は、メーカーによ

る安全性試験の実施が必須となる。また年間輸出数量（1-10t、10-100t、100-1000t、1000t 以上）に

よって必要とする試験項目が異なる為、EU への輸出数量が多くなるほど、数多くの安全性試験を行わな

ければならないという制度になっている。図１に REACH 規則の概要（登録スケジュール）を記す。 

 

 

            
 

                          図１ REACH 規則の概要（登録スケジュール）[25] 

 

 

３－２ REACH 規則における規制対象物質の決定方法 

 

REACH 規則の政策的な特徴として、「政府ではなく、ステークホルダー（欧州加盟国）が規制対象物

質を提案する」という点が挙げられる。化学物質の規制を行う場合、その化学物質の安全性（毒性）と

環境中への暴露量（製造量）などを考慮して、科学的視点（リスク評価）に基づいて行うというのが世

界で共通した認識となっている。しかし REACH 規則においては、政策決定プロセスの最初の段階で、「ス

テークホルダー（欧州加盟国）によって、特定の化学物質についての規制化提案がなされる」といった

手法が取られている。図２に規制候補物質の決定プロセスを示すが、最初に欧州加盟国が規制（候補）

物質を提案する。特に他の加盟国からの反対が無ければ、規制候補物質として正式に提案される。その

後、監督機関（欧州化学品庁）や利害関係者（ステークホルダー）からのパブリックコメントを経なが

ら政策プロセスが進行し、特に大きな問題点が無ければ最終的に規制化が行われる。 
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             図２ 規制候補物質の決定プロセス  [27] 

 

４ 事例紹介 

 

 ここでは可塑剤 DEHP（Di-Ethyl-hexyl-phtalate）と発泡剤 ADCA（Azo-di-carbonamide）の２つのケ

ースを取り上げる。軟質塩化ビニールには約 40％の可塑剤が含まれており、またプラスチックの成型加

工において発泡剤が必要不可欠であるので、どちらも産業界においては必須の化学物質であると言える。

DEHP については 2008 年に欧州委員会が「安全性に問題なし」と公表したが、同年に施行された REACH

規則において、欧州加盟国（スウェーデン）から規制候補物質として提案された。REACH 施行前に欧州

の主力メーカー（A社、B社）は DEHP の製造を中止しており、欧州市場の主要シェアは既に代替品に置

き換わっていた（A社は代替品の製造能力を拡大し、B社は新製品の開発、上市を行った）その後 REACH

規則で DEHP の規制化が進行し、最終的に規制対象物質（認可対象物質）に指定された。DEHP の規制は

欧州地域のみで行われており、日米などの他地域においては規制がなされていない。中国を初めとする

アジア地域においては塩化ビニールの旺盛な需要に支えられ、年間 200 万トン以上の DEHP が生産され

ている。ADCA に関しては、2012 年に欧州で唯一 ADCA を製造していたメーカー（C 社）が製造中止を行

ったが、その翌年に REACH 規則において欧州加盟国（オーストリア）が規制対象物質としての提案を行

った。ADCA もアジア地域におけるプラスチックの旺盛な需要を反映して、中国を初めとするアジアメー

カーによる増産が次々と行われてきた。現在、規制化プロセスが進行（審議）中であるが、REACH 規則

は EU 域内に輸入される製品においても規制されるために、その影響は世界各地に及ぶことになる。 

 

５ 考察   

 

 可塑剤 DEHP と発泡剤 ADCA のいずれの事例においても、欧州主要メーカーがそれぞれ製造中止を行っ

た後に、REACH 規則において欧州加盟国から規制化の提案が行われた。可塑剤のケースでは A 社は代替

品の製造拡大を行い、代替品を持たない B社は新製品開発を行っている。発泡剤のケースは規制化プロ

セスが進行中という状況ではあるが、代替品がないケースとも考えられるので、イノベーションが起こ

る切欠となるのか、今後注目していきたい。さて REACH 規則における政策プロセスでは、ステークホル

ダー（欧州加盟国）が規制候補物質を提案することが可能である。通常、提案理由として「科学的根拠」

を挙げるケースが多いが、欧州の産業界（企業）や消費者（市民や環境 NGO）などの意見が少なからず

反映されていることも少なくない。例えば代替品を有する欧州企業の意見が反映され、規制化が進んだ

場合、市場は一気に代替化が進むと考えられる。代替品があるので、たとえ他社が新製品を開発したと

しても、（性能や価格等でメリットが無ければ）新たなイノベーションは起こりにくいと予想される。

一般的に「規制のハードルが高く、代替品もなく、社会が必要とする製品」に関しては、イノベーショ

ンを誘発する可能性が高いと考えられるが、本事例における「ステークホルダーが政策（規制化）に関

与出来る規制」については、革新的なイノベーションを誘発することは難しいということが分かった。 

 

ここでは欧州 REACH 規則を事例として、ステークホルダー参加型の環境規制とイノベーションとの関

係について、予備的な考察を行った。今後、欧州を中心にマルチステークホルダー視点での政策が打ち

出されていくものと考えられる。これからの動向に注目しつつ、引き続き事例研究を行っていきたい。 
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